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彩の国さいたま人づくり広域連合は、

SNSで情報発信しています！

彩の国さいたま人づくり広域連合政策情報誌「Think-ing」は、県・市町村職員の政策研究成果や政策提言、

有識者の寄稿、事例紹介等を掲載することにより、県・市町村職員の政策形成能力の向上を図り、また、各

自治体の政策立案を支援することを目的としています。

今号も、多くの皆様から論文をお寄せいただき、ありがとうございました。

また、今号のテーマを募集した際に、様々なテーマ案をお寄せいただきました皆様にも、心より感謝申し

上げます。

地方が主役となる分権時代の「人づくり」を目指して、埼玉県と県内市町村が設立した地方自治法

に基づく『広域連合』（特別地方公共団体）です。「人材開発事業」「人材交流事業」「人材確保事業」

を３本柱として事業を展開しています。

2018年で発足20年目を迎え、2019年度から5か年の第5次広域計画の３つの基本理念に基づき各事

業を実施しています。

①公務員に必要な能力と高い使命感を持ち、広い視野と柔軟な発想で行動できる人づくり

②時代の潮流をとらえ、未来を切り拓き成果を上げる人づくり

③多様な主体と積極的に関わり、地域とともに活動できる人づくり

１　政策管理部 政策研究担当
◆Twitter　　　アカウント名（@jinzai_seisaku）

◆Facebook　　https://www.facebook.com/jinzai.seisaku/

２　人材開発部
◆Twitter　　　アカウント名（@sai_hitozukuri）
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彩の国さいたま人づくり広域連合 政策情報誌

彩の国さいたま人づくり広域連合は、
地方が主役となる分権時代の「人づくり」を目指して、埼玉県と県内全市町村が設立した
地方自治法に基づく「広域連合」（特別地方公共団体）です。
「人材開発事業」「人材交流事業」「人材確保事業」を３本柱として事業を展開しています。
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Beyondコロナと自治体行政の「新しい日常」 東京都立大学法学部教授 大杉　覚

DXと地方自治体
（日本国内の動きのこれまでとこれから）

早稲田大学政治経済学術院教授 稲継　裕昭	

テレワークで地方創生
（ワーケーションから始める生き方改革に向けて）

一般社団法人日本テレワーク協会
事務局長 村田　瑞枝

コロナ後の働き方・住まい方と居住地選択行動
～新たなまちづくりの方向性～

株式会社価値総合研究所研究員 北川　哲

カーボンニュートラルとゼロカーボンシティ 国際大学国際経営学研究科教授 橘川　武郎

EBPMの推進はまずロジックモデルの構築から始めよう 高崎経済大学地域政策学部・
大学院地域政策研究科教授 佐藤　徹
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政策形成のトレンド紹介
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